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はじめに

脱炭素（カーボンニュートラル）のかけ声の

下，化石燃料への依存を低減させる試みが始

まっているが，他方，再生可能エネルギーの導

入については，増大しているものの，石油，天

然ガス，石炭等を上回って最大のエネルギー源

になるまでには，未だ多くの年月を要する見込

みである。

本稿では，エネルギー供給源として，化石燃

料への依存度が世界的に見ると依然として圧倒

的に高く，消費量も極めて大きく，したがっ

て，まずは石炭市場，石油市場，天然ガス市場

の特性をより深く知り政策のあり方を考察する

ことが必要である点を指摘する。

Ⅰ 世界のエネルギー消費動向と

新たな変化

1．世界のエネルギー需給

脱炭素を目指した動きが加速しており，世界

のエネルギー需給に関して大きな変化が生じよ

うとしている。ただし，こうしたエネルギー転

換の議論において重要でもあるにも拘わらず検

討が不足している分野がある。それは，エネル

ギー生産・消費量が膨大であって，その大幅な

変更は即座には進まないという点である。
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世界のエネルギー情勢

の転換点
：多様な課題への取り組み

世界のエネルギー消費量の推移を見ると，化石燃料である石油，石炭，天然ガスの合計が，他のエネルギー

源を圧倒してきており，2020 年において 83％を占めている。発電電力量について見ても，化石燃料の世界

での比率は 61％である。パリ協定の発効に伴い，化石燃料消費量の削減と再生可能エネルギーの導入促進が

目指されているが，多量に使われている化石燃料の市場（石油市場，天然ガス市場，石炭市場）のそれぞれの

特性を考えて，市場機能を最大限活かしながら転換を図ることが必要となっており，投資金額を絞る等の大幅

な削減策をとれば供給量の大幅減と価格の急上昇が生じ，さらには途絶が容易に生じることとなる。必需品と

してのエネルギーの供給において，混乱を避けるためには，化石燃料市場の役割と機能の分析と理解が欠かせ

ない。



現在消費されているエネルギー資源量は膨大

で，例えば，日本の石油消費量（2020 年）だ

けを見ても，日量 320 万バレルに達しており，

1日のみでドラム缶 8分目ほどの量（1バレル）

を 320 万本，毎日毎日，欠かさずに海外から運

び込んで日本国内で消費している。

世界全体で見ると，1 億バレル（1 億本のド

ラム缶）に達する量の石油を毎日消費してい

る。そして，この生産量に見合うだけの生産設

備，運搬設備・船舶，港湾施設，精製設備，配

送設備，消費機器・エンジン自動車等が，巨額

の資金を費やして配置されている。

日本においては，プロジェクトや製品の採算

を合わせるためには，コストを削り，より小さ

く精巧な設備を作ることを目指す場合が多く見

られるが，化石燃料の生産コストを引き下げる

ために世界で行われているのは，採算が合うと

ころまで設備規模を大きくするという集配設備

の大規模化である。このようにして，巨大な陸

上・海上設備が設置されて，コストを引き下

げ，競争力を増した多量の石油の供給が行われ

ている。その他，天然ガス，石炭なども同様の

大規模施設を経由して供給されている。

エネルギー貿易量を見ると，化石燃料（石

油，石炭，天然ガスの合計）の貿易額は，世界

の貿易額の 10％程度を占めており，輸送用機

器（自動車ほか）が同じく 10％程度を占める

のと並んで，世界経済を左右する極めて重要な

貿易財となっている。しかも，経済発展，世界

人口の増大とともに，図 1で示すように消費

量は増大してきている（データは BP 統計

2021 年版より）。

2020 年でエネルギー消費量の比率は，石油

が 31％を占め，石炭が 27％，天然ガスが

25％，水力が 7％，再生可能エネルギー（水力

以外）が 6％，原子力が 4％となっている。

このように化石燃料の合計が 83％に達して

おり，他方，水力を含めた再生可能エネルギー

は合計で 13％に過ぎない。

原子力と合わせて，ノーカーボン・エネル

ギーの比率は合計で 17％に過ぎない。脱炭素

導入に必要なノーカーボン・エネルギーを
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（資料）BP 統計データより筆者作成

図1 世界のエネルギー消費量の推移（1965年から2020年）（単位：エクサジュール）



100％にすることは，目標年を設定して逆算し

ながらの達成を目指しても，余程，画期的なエ

ネルギー貯蔵技術等が実現しない限り難しい。

2．世界の発電量推移

世界の発電量の推移を図 2で見ると，エネ

ルギー総量の消費推移と同じく，右肩上がりで

増大しており，今後も電力化率が電動化の進展

により増えると予測される以上，世界の電力消

費量は増大する。そのため，発電に必要なエネ

ルギー源の開発を急ぐ必要が世界的にあり，

ノーカーボン・エネルギーによる発電への転換

を，既存発電設備を代替しながら，新規設備を

大規模に導入する必要が生じている。

燃料別の発電量の比率は 2020 年で見て，石

炭が 35％と最も大きく，次いでガスが 23％，

水力が 16％，再生可能エネルギーが 12％，原

子力が 10％，石油が 3％，その他が 1％となっ

ている。化石燃料による発電量の合計は，61％

と過半を占めている（データは BP 統計 2021

年版より）。

石炭火力による発電量が世界の中で最大の比

率を占めており，2019年に至ってコロナ禍の

下で減少したが，今後もしばらくの間は石炭が

発電部門において最大の役割を占めることは間

違いない。

3．エネルギー価格推移

今までの分析から明らかなように，世界のエ

ネルギー供給は，圧倒的に化石燃料に依存して

なされてきた。この状況の下でエネルギー転換

を図るとすると，課題となるのは，市場の役割

を有効に活用しつつ転換が進むのかという点で

ある。例えば，電力供給においては，発電コス

トの引き下げ競争が行われる中，既存企業の退

出と新規企業の進出が粛々と進むような状況に

なっているかが検討されなければならない。

図 3 で，原油価格の動向を見ると，実に激

しく変動してきていることがわかる。石油先物

市場の参加者を見ると，石油会社，船会社，航

空会社などの実需筋に加えて，金融機関や投資

家等の投機筋が参加している。石油価格は，政
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図2 世界の発電量の燃料・電源別の推移（1990年から2021年）（単位：テラワット・アワー）



治動乱あるいは紛争の発生などの地政学的な要

因に加えて，景気動向，金融情勢など様々な要

因により頻繁に変動している。中東の OPEC

加盟国のように，国営企業が国の歳入を担って

国が生産を行っている諸国が，私企業では許さ

れないはずのカルテル行為を行って需給調整を

することで，価格高騰と暴落の行き過ぎを押さ

えている状況がある。

それでも世界的な影響力を持つ先物市場が存

在し，価格発見と，それに価格指標となるス

ポット価格と先物価格を示すことで，個別の企

業においては，利益の獲得，損失の発生，参入

と退出が，納得できる形で機能するようになっ

ている。

産油国と消費国というように立場に大きな差

が生じてしまってはいるが，こうした各国間の

運・不運はあっても，石油市場での取り引きと

いう点では公平性が確保される世界的なシステ

ムが運用されていると言える。

次に，天然ガス市場を見ると，価格指標は米

国と欧州の先物市場，それに原油価格リンクの

アジアのガス市場というように価格指標が存在

する。

北米のガス価格が安価で取り引きされてきて

おり，欧州のガス価格のほうが高く，さらに液

化して LNG 専用船で輸送される貿易量の比率

が高いアジア向けのガス価格は，欧米と比べ高

いという状況が基本的に続いてきた。

ただし，図 4で示すように，2021 年におい

て生じている欧州のガス価格の急騰は，前例の

ない事態であり，複合的な要因として，寒波襲

来，風力発電量の停滞，ロシアからドイツ向け

のガスパイプライン（増設分）の稼働の遅れ

等，様々な要因が影響したと見られている。

欧州のガス価格の高騰は，アジアで取り引き

されるガス価格の上昇ももたらしている。世界

的なエネルギー転換を促す動きが強まると，価

格の大きな変動が今後も続くと予測される。

世界中で膨大に消費されている化石燃料価格

の上下動の動きは，脱炭素に向けた各国の政策
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（注）ブレント原油はスポット価格，WTI 原油は先物価格（期近限月）

（資料）US，DOE EIAデータ

図3 原油価格の推移（1990年から2021年）（単位：ドル／バレル）



が今後さらに高まり，生産者が計上する埋蔵資

源の可採年数が減少すれば，より激しい価格の

乱高下が生じると予測することができる。

Ⅱ 環境制約とエネルギー需給

OECD の国際エネルギー機関（IEA）が作

成した 2021 年版の世界エネルギー展望におい

ては，2050 年に向けた将来予測シナリオが 4

つ出されており，公表政策シナリオ，宣言シナ

リオ，持続可能な開発シナリオ，2050 ネット

ゼロ・シナリオである。

図 5では世界のエネルギー源別の一次エネ

ルギー消費の 2050 年までの予測を，公表政策

シナリオと 2050 ネットゼロ・シナリオの 2 つ

のシナリオで示している。宣言シナリオと，持

続可能な開発シナリオは，図 5で示した 2つの

シナリオの中間に位置する目標数値となってい

る。

今後，2050 年に向けては，公表政策シナリオ

の数値に，さらに，パリ協定に従って各国（特

に先進国）が，2050 年に向けて宣言（pledge）

した野心的取り組み目標（NDC）が何処まで

政策に盛り込まれていくか，いかなるレベルま

でが達成可能かに従って，化石燃料消費の削減

が目指されていくと予測される。

図 5において，大きく増えると予測されてい

るのが再生可能エネルギー（水力含む）であ

り，公表政策シナリオにおいて見ても，2050

年に，石油と並ぶ最大のエネルギー源に再生可

能エネルギーがなると予測されている。

天然ガスについては，公表政策シナリオで

は，ゆっくりと増大し，一方，ネットゼロ・シ

ナリオにおいては，年々減少に向かうと予測さ

れている。

石炭については，いずれのシナリオにおいて

も減少に向かうとの予測となっており，より大

きく減少するかどうかの違いとなっている。
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（資料）米国エネルギー省および Ychart：https://ycharts.com/

図4 米国と欧州（ドイツ）のガス価格の推移 （単位：ドル／MMBTU）



原子力に関しては，微増，あるいは横ばいの

予測となっており，2050 年に向けては，原子

力の役割が大きく伸びることは予定されていな

い。

結果として，再生可能エネルギーの大量導入

に大きく依存する将来が予定されていることに

なる。

Ⅲ 将来予測と多様な課題

再生可能エネルギーの導入を進めるという点

は，世界の殆どの国が一致して取り組んでお

り，太陽光発電における効率の向上が可能か，

パネル製造において世界シェアの 8割をも独占

する中国の人権問題がネックとなるのではない

かなど，課題はあるものの，パネル用の新素材

の開発も進められており，国土が広大で，太陽

光発電に適した土地を持つ諸国においてより広

範な導入が目指されることは間違いない。

風力に関しても，平坦な陸上で風況が良い広

大な国土を持つ国もあり，導入が進むと予測さ

れている。さらに，水深が浅く，風況が良い海

域に面した国においては，一層の導入が進むこ

とは間違いない。浮体式の洋上風力の導入は，

コスト面でかなり不利ではあるものの，導入の

努力は，日本を含めて進むと予測される。

再生可能エネルギー全般に言えることである

が，最初の導入のブームが始まってから時間が

経過したことで，導入にあたっての問題点や課

題も見えてきている。

特にバイオマスに関しては，環境負荷や，採

集に当たる人びとに関する問題（若年労働）な

ど，課題が多く指摘されるようになってきてい

る。
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図5 世界のエネルギー消費量予測（エネルギー源別）（単位：エクサジュール）

（注）図中の「ゼロ」は 2050 ネットゼロ・シナリオ，「公表」は公表政策シナリオを

示す。

（資料）OECD IEA “World Energy Outlook, 2021,” データより



また，大幅な CO2排出量の削減を目指すと

しても，本稿で指摘してきたように，多量の化

石燃料の消費量の抑制と削減を，供給途絶など

を生じさせないように達成することは極めて困

難である。すでに，欧州で 2021 年に生じた天

然ガス価格の高騰は，こうした課題の序章で

あった可能性がある。図 5で示したゼロシナリ

オでは，天然ガス消費量も今後減少していくと

予測しているが，公表政策シナリオでは，増大

していくと予測している。石炭消費量を大幅に

削減していき，石油の消費も削減が始まる場合

には，繋ぎの役割を果たす役として重要な論点

となるのは，今後の天然ガス利用の動向であ

る。

市場メカニズムが機能して膨大な量の取り引

きが行われてきた化石燃料の輸出入において，

強権的な割当，課税などの方法で燃料転換を図

ることはエネルギー供給の途絶・逼迫，さらに

は価格の高騰と暴落など，混乱を招くことは間

違いない。しかも基本的には，既存の化石燃料

が担ってきたエネルギーの供給を，再生可能エ

ネルギーで代替するとすれば，各国とも新たな

所得（GDP）を生み出すのではなく，雇用の

増大も期待できないままとなり得る。

CO2排出量の削減が COP 会議で鼓舞されて

も，成長分野を取り込む目処が立たない限り，

世界各国の政策の実際の取り組みは，得失を考

えながらというものとならざるを得ない。

石炭利用は，自国の石炭資源の枯渇が始まっ

ていればそれに合わせて再生可能エネルギーの

導入を進めるという，現在のドイツが採用して

いる方式となっていくことが，国民経済的には

正しいと言える。

米国の政策が今後どのようになるか，欧州は

どうか，また中国政府の国外・国内向けの強硬

姿勢が今後も続くのか等，様々な要因によりエ

ネルギー政策は，今後も翻弄され，エネルギー

の需給状況と価格水準も大きな変動を繰り返さ

ざるを得ないと予測される。

Ⅳ 本特集の分担内容の紹介

以下では，本特集に寄稿して頂いた 7人の論

者の方々の論文の内容につき，簡略な紹介を行

う。

橘川論文は，「カーボンニュートラルと第 6

次エネルギー基本計画の問題点」との標題で，

日本政府の第 6 次エネルギー基本計画（2021

年 10 月閣議決定）の問題点を指摘している。

特に，電源構成において，再生可能エネルギー

の達成目標と原子力比率が高すぎ，火力比率の

過度の引き下げでエネルギー供給上の懸念が生

じており，さらに，総発電電力量（分母側）を

減らしたために，「産業縮小」の可能性が生じ

ており，日本の未来が危うくなっていると指摘

している。

蓮見論文は，「欧州グリーンディールの隘路」

との標題で，欧州で成長戦略の一環として

2050 年の気候中立を実現するべく，政策パッ

ケージが打ち出されている状況を説明してい

る。しかし，2021 年末に生じている欧州の天

然ガス価格の高騰からもわかるように，2050

年の目標と，それに向かって着実に実行する

シーケンシングを考え，かつステイクホルダー

の合意形成を図りながら，具体的な移行経路を

策定することができていない状況がある。この

ように，2050 年に向けて，出だしの段階で躓

いている状況とその課題が検討されている。
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杉山論文は，「脱炭素のグレート・リセッ

ト・シナリオ」との標題で，パリ協定により，

日本を含めた G7 諸国が達成が難しいと考えら

れる CO2排出量の削減目標に取り組み始めた

状況が今後どのように進む可能性があるか，3

つのシナリオを提示している。2050 年の CO2

排出量ゼロという「脱炭素」シナリオは達成が

極めて困難であり，企業においては，ありそう

にない将来像に基づいて事業を計画・実施する

ことが危険であると述べている。

竹原論文は，「中国のエネルギー危機と低炭

素化への動き」との標題で，計画経済である中

国の上意下達で動くシステムにおいて，コロナ

禍からの経済の回復傾向が出現する中，サプラ

イチェーンを始めとして供給面での逼迫が多く

の場面で生じたことを説明している。このよう

な状況があるにもかかわらず，中央政府は 14

次五カ年計画（2021〜2025 年）を定め各省市

自治区政府に拘束性の目標を設定し，さらに

2030 年の CO2 排出ピークアウト，2060 年の

カーボンニュートラルの達成を宣言するなどし

ている状況を説明している。

上山論文は，「中東産油国の経済動向とエネ

ルギー政策」との標題で，中東産油国の多くは

油価変動に経済動向が依存する脆弱性を持って

おり，しかも，脱炭素化に向けた世界の動向が

ある中，これら中東産油国の多くがクリーンエ

ネルギーの導入に取り組み始めている状況を説

明している。特に，主要国として，サウジアラ

ビア，アルジェリア，アラブ首長国連邦の 3カ

国の動向を詳しく説明している。

星野論文は，「エネルギー需要のトレンド」

との標題で，日本，英国，ドイツの 3カ国とも

経済成長と電力需要の関係に変化（デカップリ

ング）が生じており，それは電力価格の上昇に

よりもたらされていると指摘している。しか

も，日本で 2030 年までの長期需要見通しで，

2013 年比で温室効果ガスを 46％削減する目標

が設定されたことで，このデカップリングは今

後も継続する見込みだと説く。エネルギーの議

論において，従来までの供給側中心ではなく，

エネルギーコスト上昇の影響と需要側の多様性

を踏まえた議論が必要と述べる。

丸田論文は，「水素・燃料アンモニア・合成

メタン・合成燃料の現状と将来」との標題で，

2050 年に向けて多くの国・機関で進められて

いる水素（水素由来合成燃料とアンモニアを含

む）燃料が，エネルギー消費全体の 1〜2割を

も占める目標が達成されるのか，その可能性に

つき検討している。また，世界的にはアンモニ

アは船舶用燃料としての使用が検討されてお

り，日本のみで発電用の利用が検討されている

との指摘がなされている。化石燃料由来 CO2

を用いた合成燃料の使用に対して，欧州では上

流責任となる可能性が大であるとの指摘がなさ

れており，充分な検討が必要な課題となってい

る。

今回の特集で特に明らかなのは，杉山論文と

竹原論文を読み比べて頂くと分るように，中国

が自由主義経済圏の諸国とは全く異なった行動

原理，市場の利用に対する理解の下で自国の利

益のみを考えて対外行動に出ているという点で

ある。G7 諸国が 2050 年目標を宣言している際

に，2060 年目標を中国が宣明すれば，これは

明らかに G7 諸国の CO2 削減とエネルギー転
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換の実施状況を高みの見物する立場に中国が立

つことを意味している。また，竹原論文で指摘

されているように，中国は 2030 年までは石炭

火力の増強を進めており，安価な電力価格を維

持して製造業でより大きな世界シェアの獲得を

目指している。さらに，石炭火力の増強は，

CO2 排出削減の余地を拡大させており，後ほ

ど排出権を売る量を増やしていると言える。

現在のエネルギー需給と地球環境を巡る問題

に関しては，環境科学者の主張を超えた，世界

の政治と経済の成り立ちという面からの歴史認

識が必要だと考えられる。蓮見論文で指摘され

ているように，昨今の欧州でのガス価格高騰と

混乱は，将来のエネルギー需給に関する具体的

な移行経路を提示できないことから生じている

と言える。英国が離脱し，またドイツのメルケ

ル首相が退任したあとの EU が，世界のリー

ダーシップをとった立ち位置を本当に確保し続

けることができるかは，不確実と言わざるを得

ない。

世界の仕組みがいかに機能しており，その支

えとなる理念がどのようであり，さらに少なく

とも人権などの規範を踏まえる必要は勿論あ

り，そして時間をかけた着実な対応が必要と

なっていると言える。実現性が乏しい国際的取

り決めの義務化は避けるとともに，現実的な取

り組みの積み重ねが求められる。
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